
「自然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動対応マニュアル策定ガイドライン」概要

○観光施設や宿泊施設等が、日本人旅行者に対するのと同等程度の迅速性と正確性をもって、訪日外
国人旅行者への情報提供や避難誘導を行うことを目指して、観光施設や宿泊施設が作成している初動
対応マニュアルに、訪日外国人旅行者対応を盛り込む際のガイドラインを示したものである。
（平成26年10月）

○初動対応時に、配慮が必要な留意点について記載

・「共助」の精神に基づく対応の重要性
・言語の違いによるコミュニケーションの困難性
・地震や津波に関する知識の欠如
・過度な反応への対応

訪日外国人旅行者に関する基礎知識

○災害別の基本的な初動対応方法について記載

・地震津波/風水害/火山噴火/その他災害の４種類
・発生時の初動対応行動について

（身の安全確保→状況説明→避難→情報提供、等）
・対応文例を記載（文例集を別途掲載）

（ex あわてて外に飛び出さないでください。: Don’t rush outside.）

初動対応

○平常時に備えておくべき事項について記載

・ピクトグラムやコミュニケーションカード、音声データ等、
外国語対応のツールの用意

・地域の避難場所等の確認
・職員の教育・訓練の実施

平常時からの準備

○災害時に外国人旅行者が必要とする情報の収集方法や提供
方法について記載

・災害情報や交通情報、大使館情報について求められる
・ピクトグラムやコミュニケーションカードの活用
・情報ソースの選別、SNSの活用

情報提供

○役立つ参考資料として、ピクトグラムや対応文例を記載

・観光・宿泊施設などにおいて使用できる案内用図記号
の標準となるものについて、公益財団法人交通エコロ
ジー・モビリティ財団HPより引用

・災害発生時に活用できる対応文例集を掲載
（日・英・中・韓）

参考資料

○その他、下記のコンテンツについて掲載

・先進的な対応マニュアルの紹介
・事前/事後チェックリスト
・お問い合わせメモテンプレート

その他

co276450
長方形

co276450
タイプライターテキスト
参考資料６



「訪日外国人旅行者の安全確保のための手引き」概要

自治体が、地域防災計画や対応マニュアル等に訪日外国人旅行者への対応を記載する際の指
針となるものである。（平成26年10月）

○本指針をたたき台とし、各自治体においてその
結果を地域防災計画や各種マニュアル等に反映
いただくことをねらいとして策定。
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外国人対策

○訪日外国人旅行者への初動対応体制構築の重要性
・訪日外国人旅行者の特性

→地震知識の欠如、コミュニケーションの困難性
・過去の訪日外国人旅行者被災例
・求める情報とその提供主体

→安全確保の方法、交通情報、避難所情報､等

○訪日外国人旅行者への対応の心構え、各主体の役割
・共助の視点の重要性
・各主体の役割例の提示
・災害の種類による差違
○訪日外国人旅行者への具体的支援方策
【事前準備】
・支援体制の整備

→国際交流団体や在住外国人ボランティア等との協力体制の構築 等
・情報伝達体制の整備

→外国語対応のためのツールの用意 等
・防災教育・訓練

→定期的な防災訓練の実施、パンフレットの配布 等

【発生時対応】
・安否確認、救助、避難誘導の実施
・被害状況の把握、情報提供、生活支援

→事前準備にて構築した体制に基づき、対応を実施。
※自治体における先進的事例を紹介

具体的内容



国土交通省
九州運輸局

宿泊施設等から外国人旅行者を安全に避難誘導する「避難誘導マニュアル」作成のための実証事業

○ 熊本地震発生時における訪日外国人旅行者への避難誘導については各宿泊施設の独自の判断により行われ、結果として、
円滑な行動が出来た施設と出来なかった施設に分かれた。また、多くの施設においてはマニュアル等も未整備であった。

○ 地震発生時の各宿泊施設の対応状況を検証し、今後、各施設が共通の認識、方法で避難誘導及び帰国まで支援できるよう
（熊本地震の際は県等の移動手段手配により帰国を支援）体制を整備する必要がある。

○ 本事業にて、実証的に観光庁が平成26年10月に作成した「自然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動対応マニュアル
策定ガイドライン」（以下、「ガイドライン」という）を活用したマニュアル作成とその効果検証を行い、マニュアル
作成における手法や課題等を抽出し、とりまとめた上で全国への横展開を図る。

事業概要 事業後の展開・効果

熊本地震発生

災害発生時の対応状況を
検証

外国人旅行者の
避難誘導が円滑に

出来なかった

現 状

観光庁で作成した
ガイドラインも積極的に

活用してマニュアル作成。
災害時に迅速に対応できる

環境整備が必要

③効果検証

被災した阿蘇地域
及び由布市の施設に
対してヒアリング及
びアンケート調査を
行い、事例収集。

マニュアルを使用し
た講習会を開催し、
理解度や安全意識の
向上について調査し、
効果を検証。

平成28年9月上旬
～10月上旬

平成29年2月頃
平成28年10月上旬
～12月中旬

①基礎調査

①の事例、ガイドラ
イン、実地訓練によ
る実証の上、マニュ
アル作成。

②マニュアル作成

平成29年度においては
九州以外の他地域にお
いて同事業を活かした
実証事業を実施予定

マニュアルの作成過程
に生じる課題や解決策
を整理し、マニュアル
作成の手法を確立

マニュ
アル

各宿泊施設に
マニュアルや避難誘導に
関するノウハウが不足
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